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薬学教育および薬剤師養成課程におけるHIV 感染症専門
薬剤師育成プログラムの開発と評価についての研究

本研究は大学での薬学教育および卒後の薬剤師養成課程におけるHIV 感染症認定・専門薬剤
師育成プログラムと、その評価方法の開発を目的とする。初年度である今年度は、大学で実
施されている専門薬剤師教育について調査した。多くの大学で設置されているがん専門薬剤
師育成プログラムでは、4年の教育期間で博士号の取得は可能であるが、5年の実務経験を
必要とする専門薬剤師の認定を教育期間中に取得できないことから、ニーズは低い状況であっ
た。修業年限と専門資格取得のための年数のリンク、教育を行う大学と病院の連携が重要で
あると思われた。今年度は、専門薬剤師育成の第一段階である、薬学生とこれからHIV 感染
症を学ぶ薬剤師向けの教育プログラムを作成した。教育用資材として、抗HIV 薬の導入、服
薬支援、HIV 感染症と薬剤師の役割、抗HIV 薬の薬剤選択、薬物相互作用の考え方の合計 5
つの資材を作成した。作成したプログラムや教育資材については、次年度以降評価を実施する。
海外で実施されている薬剤師が関わる PrEP について調査の結果、ワシントン大学の外来クリ
ニックで実施されているMissouri PrEP Implementation Toolkit が最も優れていると考え
検討を行った。今後さらに調査を進め、検討を継続する予定である。

研究目的
本研究は大学での薬学教育および卒後の薬剤師養

成課程における HIV 感染症認定・専門薬剤師育成
プログラムと、その評価方法の開発を目的とする。
現在、薬学教育では一部の大学で、がんプロフェッ
ショナル育成プログラムが実施されているものの、
がん以外の分野での専門教育は遅れている。大学の
学部教育においても、感染症に関連する一疾患とし
て HIV 感染症に関する教育は受けるものの、HIV
感染症に関する専門教育は行われていない。また卒
後教育においても、現在、HIV 感染症認定・専門薬
剤師育成プログラムは存在しない。病院ではウイル
ス疾患指導料 2 を算定する場合、専任の薬剤師の配
置が求められている。日本病院薬剤師会では HIV 感
染症薬物療法認定薬剤師・HIV 感染症専門薬剤師制
度を 2008 年度に発足させ運用を開始している。一
方、2015 年 10 月 23 日に厚生労働省が策定した「患
者のための薬局ビジョン」において、患者等のニー
ズに応じて充実・強化すべき薬局機能として、学会

等が提供する専門薬剤師の認定等を受けた、高度な
知識・技術と臨床経験を有する薬剤師を配置し、専
門医療機関との間で、新たな治療薬や個別症例等に
関する勉強会・研修会を共同で開催する等の取組を
継続的に実施する薬局を、高度薬学管理機能を有す
る薬局と位置づけた。「患者のための薬局ビジョン」
の中にはその具体例として、抗 HIV 薬を服用する患
者に対し、他の併用薬等の情報をもとに、適切な抗
HIV 療法を選択できるよう支援する薬局があげられ
ており、HIV 感染症に対する専門教育の必要性は高
い。2021年 4月現在、日本病院薬剤師会のホームペー
ジに掲載されている HIV 感染症薬物療法認定薬剤師
の数は 98 名で、内 16 名が薬局薬剤師であり、HIV
感染症専門薬剤師の数は 27 名で、内 2 名が薬局薬
剤師である。今後、さらなる専門・認定薬剤師の育
成が求められている。また、PrEP（Pre-Exposure
Prophylaxis）については、近い将来薬物療法や薬を
専門に扱う薬剤師も、その取り組みは避けて通れな
い課題と考える。本研究では抗 HIV 薬等を利用した
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PrEP に対する薬剤師の関りについても提言を行う
ことを目的とする。

研究方法
大学での教育プログラムについては、主な大学で

実施されている専門の教育プログラムについて各大
学が公開しているシラバスやホームページ等の調査
を行い、その実施状況について確認する。現場での
教育については、独立行政法人国立病院機構大阪医
療センター薬剤部、国立研究開発法人国立国際医療
研究センター病院薬剤部、広島大学病院薬剤部、一
般社団法人日本薬業育成会きらめき薬局（大阪）、
株式会社カムシティ戸山薬局（東京）、一般財団法
人緑風会緑風会薬局（広島）に研究協力を依頼し、
各施設で実施されている教育方法について調査を実
施する。また、HIV 感染症専門薬剤師教育に必要な
内容を調査し、専門薬剤師育成の第一段階である薬
学生とこれから HIV 感染症を学ぶ薬剤師向けの教育
プログラム案を作成する。さらに病院・薬局におけ
る薬学生や薬剤師向けの教育資材について検討を行
い、今年度は優先順位の高いと考えられる教育資材
を完成させる。PrEP については、海外で実施され
ている薬剤師が関わる PrEP について調査を行い、
先行して行われている事例について、どのような取
り組みが行われているか確認を行い、検討を加える。
（倫理面への配慮）

本研究は国内の病院・薬局における HIV 感染症
に関わる薬剤師の教育等に関する実態を把握するた
めの調査を主体とした研究であり、人および人に由
来するサンプルを使用する臨床研究・臨床試験とは
異なる。さらに、患者や医療機関で働く医療スタッ
フ個々の個人情報に触れる内容も含まれていない。
従って、府省庁が規定する倫理指針等に抵触する研
究ではないと考えられる。研究分担者は、利益相反
マネジメントの対象に該当しない。

研究結果　　
① 教育プログラムについて

現在、一部の大学で実施されているがんプロ
フェッショナル育成プログラムを調査したところ、
がん専門医療人養成のための教育拠点を構築するこ
とを目的として、平成 29 年度から文部科学省が支
援する「多様な新ニーズに対応する『がん専門医療
人材（がんプロフェッショナル）』養成プラン」が
実施されており、全国で 11 拠点（札幌医科大学連携：
連携４大学、東北大学：連携４大学、筑波大学：連
携13大学、東京大学：連携６大学、東京医科歯科大学：
連携８大学、金沢大学：連携６大学、京都大学：連

携５大学、大阪大学：連携７大学、近畿大学：連携
７大学、岡山大学：連携 11 大学、九州大学：連携
10 大学）が選定されている。大阪医科薬科大学は大
阪大学の連携大学として、平成 25 年度より、主に
社会人を対象にがん専門薬剤師養成コースを大学院
に開講している。今回調査したところ、がん専門薬
剤師の取得には実務経験 5 年を有することから、大
学院在籍 4 年間で博士号は取得可能であるが、専門
薬剤師の認定を取得できないことから、ニーズは低
い現状であった。

HIV 感染症に関わる薬剤師向けの教育関係資料と
しては、日本病院薬剤師会が作成した HIV 感染症薬
物療法認定薬剤師養成研修コアカリキュラムと HIV
感染症薬物療法認定薬剤師養成研修実施要綱（資料
1）がある。特に実施要綱の中には、講義研修に含
まれていることが望ましい内容（抗 HIV 療法、HIV
感染症に関する医療制度、服薬支援、合併症・その
他の疾患）が項目別に示されていることから、ここ
に示された内容を中心に教育用プログラムを作成す
ることが望ましいと考える。また国立国際医療研究
センター病院ではレジデント向けの教育カリキュラ
ムを作成していることから、これらを参考に、学生
とこれから HIV 感染症を学ぶ薬剤師向けの教育プロ
グラム（HIV 感染症学習方略：資料 2）を作成した。
評価方法はルーブリック評価を用いることとし、今
年度作成した試案をもとに、来年度以降さらに詳細
に検討することとした。

② 病院・薬局における教育資材について
研究協力者が勤務する施設での状況を調査したと

ころ、ブロック拠点病院では薬学生向けの教育用動
画コンテンツ作成、パワーポイントで作成した講義
資料等を作成していることがわかった。HIV 感染症
にかかわる薬剤師が複数名以上配置されている施設
では、教育資材などを作成することは可能であるが、
担当者の少ない病院や薬局では、資材を作成する時
間もないことから、基本的な教育資材を研究班で作
成し提供することができれば、教育効果は向上する
と思われた。

薬剤師がチームの一員として服薬支援を行うため
の教育用資材が必要であり、テキストとしては、令
和 2 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金エイズ
対策政策研究事業、HIV 感染症及びその合併症の課
題を克服する研究班で作成された「HIV 診療におけ
る外来チーム医療マニュアル改訂第 3 版（2021.3）」
が最も適切であるとの結論を得たことから、このマ
ニュアルを参考に服薬支援教育用スライドを作成し
た。また、現場で学生やこれから抗 HIV 薬の説明
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を行う薬剤師を指導するための教育用資材に関する
ニーズがあることから、「お薬の説明教育用スライ
ド解説版」、「HIV 感染症と薬剤師の役割」、「抗 HIV
薬の薬剤選択」、「薬物相互作用の考え方」を作成し、
研究班ホームページに掲載することとした。

③ PrEP に対する薬剤師に関わりについて
今年度 PrEP については、日本における薬剤師の

関りについて検討を行うため、海外の状況等につ
いて調査を実施した。今回の調査では主に次に示
す 4 か所（ミズーリ州セントルイスの Washington 
University Clinic、ワシントン州シアトルの Kelly-
Ross Pharmacy、 コ ロ ラ ド 州 デ ン バ ー の Scales 
Pharmacy、ニューメキシコ州アルバカーキの
University of New Mexico Hospitals Outpatient 
Pharmacy）で薬剤師による PrEP サービスが実施
されていることがわかった。特にワシントン大学の
外来クリニックで実施されている内容は、予約制の
PrEP フォローアップケア、リフィル調剤、カウン
セリング、HIV 迅速検査、これに加えて STI 治療が
医師との「薬物治療共同管理：Collaborative Drug 
Therapy Management (CDTM)」として実施されて
いた。これは条件を満たす薬剤師が、医師と交わし
た共同業務の契約（プロトコール）に認められた範
囲で薬物治療管理を行うことである。今回我々はワ
シントン大学の外来クリニックのホームページに掲
載されているミズーリ州暴露前予防（PrEP）実施ツー
ルキット（Missouri PrEP Implementation Toolkit）
を翻訳した。今後さらに調査を進め検討を継続する。
＊ Missouri PrEP Implementation Toolkit の URL
は以下の通り。
https://cpb-us-w2.wpmucdn.com/sites.wustl .
edu/dist/8/1935/files/2019/06/Missouri-PrEP-
Implementation-Toolkit-updated-reduced-size-
secured-7.2.18.pdf

考　察
大学での教育については、がん専門薬剤師の例の

ように、現場の薬剤師にとっては学位より先に専門
資格の取得を目指す薬剤師が多く、大学における専
門薬剤師教育のニーズは少ないと思われた。これは
病院を持たない薬学系の教育機関が多く存在するこ
とも、その理由であると考えられた。専門薬剤師教
育を大学で実施する場合は、修業年限と専門資格取
得のための年数がリンクしていないと実効性がな
く、教育を行う大学と病院の連携が重要であると思
われた。今年度、薬学生とこれから HIV 感染症に関
わる薬剤師に対する教育プログラムが作成できたこ

とで、次年度以降、さらに専門教育に必要な項目に
ついて検討できる体制を整えることができた。病院・
薬局における教育資材については、基礎的な 5 つの
教育資材を作成した。次年度以降、これら資材を使っ
た教育を実施し、検討する体制を整備することがで
きた。PrEP に対する薬剤師に関わりについては、
海外の情報を収集し、その状況を確認することがで
きた。今後、継続して調査を進める予定である。

結　論
HIV 感染症専門薬剤師の育成には、今後さらにシ

ステム的な教育が求められることから、本研究では
今年度、専門薬剤師育成の第一段階である薬学生と、
これから HIV 感染症に関わる薬剤師に対する教育プ
ログラム、並びに教育資材を作成した。次年度以降、
評価方法も含めてさらに検討を加えるための準備を
行うことができた。
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資料 1
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資料 2
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